
0.0 ― ―
指標 ）
成果 第3次刈谷市生涯学習推進計画策定進捗率（％） ― ― 50.0 100.0 ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,300 1,500 合計 2,299,500 円
委託料 2,299,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 2,300 1,500

職員人件費　② 0 0 5,400 5,642

総事業費（①＋②） 0 0 7,700 7,142

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 教

度

育文化

基本施策 生涯学

　

習
施策体系

施策の内容

刈

学習機会の充実

目
　
　

谷

　
的

　平成16年度に

市

策定された「第2次刈

事

谷市生涯

主
た
る
内
容

○

務

施策及び指標の見直し

事

学習推進計画」の目標

業

年次である平成26年

評

度 ○生涯学習推進計画

価

の策定
を迎えるにあた

シ

って、市民意識調査や

ー

現行計
画の目標達成度

ト

及び進捗状況把握の基

（

礎調査
を行い、新たな

様

時代に対応した「第3

式

次刈谷市
生涯学習推進

１

計画」を策定する。

位

）

置
づ
け

関連計画 生涯学

会

習推進計画

根拠法令

対

計

象者 市民 事業期間 平成

名

２５年度 ～ 平成２６年

担

度

実施方法 □直営　■

当

委託　□指定管理　□

部

補助・助成　□その他

生涯学習部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

生

績

２３年度実績 ２４年

涯

度実績 ２５年度実績 ２

学

６年度計画

　 　 ・作業

習

部会の開催　　3回 ・

推

作業部会の開催　　3

進

回
　 　 ・策定部会の開

計

催　　4回 ・策定部会

画

の開催　　3回
　 　 ・

策

生涯学習に関する市民

定

及び ・パブリックコメ

事

ントの実施
　 　 　団体

業

アンケート調査の実施

担

・計画書及び計画書概

当

要版の
　　　――――

課

――― 　　　――――

生

――― ・アンケート調

涯

査報告書及び 　作成
　

学

評価報告書の作成

　作

習

業部会及び策定部会に

課

おいて十分議論した上

款

で、生涯学習に関する

項

アンケート調査を実施

目

し、評価報告書の作成

担

に活

成果 用できた。

(

当

できたこと)

　第3次

係

生涯学習推進計画の数

推

値目標及び重点施策等

進

の策定に向けて、各担

係

当部署との連携を図り

1

ながら策定する必要が

0

課題
ある。

(できなか

5

 

 ったこと)

指標名

1

称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 第2次刈谷市生涯学習推進計画最終評価進捗率（％ ― ― 10



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民ニーズや社会状況の変

平

化に対応した新たな計

成

画を策
・法的業務

高い

２

定することで、生涯学

６

習の積極的な推進をす

年

ることができ
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

　

る。
・市民生活上必要

刈

である　など

　市民ニ

谷

ーズや社会状況の変化

市

に対応した新たな計画

事

を策
・コストの節減、

務

費用対効果
普通

定する

事

ことで、各種施策を効

業

果的に行うことができ

評

る。
効率性 ・執行体制

価

の効率性
・手段の最適

シ

性　など

　市民ニーズ

ー

や社会状況の変化に対

ト

応した新たな計画を策

（

・市が主体となって実

様

施する
高い

定すること

式

は、市民の生涯学習活

２

動を支援するための施

）

策
妥当性 　べき事業で

会

あるか を効率的に検討

計

する上で、必要な事業

名

であり、市の関与は
・

担

総合計画との整合性　

当

など 必要である。

　市

部

民及び団体アンケート

生

調査等を実施すること

涯

により、

施策への ・施

学

策への貢献度
高い

市民

習

ニーズや社会状況の変

部

化に対応した新たな計

一

画を策定
・目標達成度

般

することで、市民サー

会

ビスへの向上につなげ

計

ることができ
貢献度 ・

生

市民サービスへの効果

涯

　など る。

今後の方向

学

性 □拡充　■現状維持

習

　□改善・効率化　□

推

縮小　□終期設定　□

進

休止・廃止

・今年度は

計

、昨年度作成した評価

画

報告書を基に、作業部

策

会、策定部会及び推進

定

会議において十分に議

事

論し、市民ニー
ズや社

業

会状況の変化に対応し

担

た計画を策定する。
・

当

市民の意見を反映させ

課

て計画にするために、

生

パブリックコメントを

涯

実施する。

学習課

款

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

項

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

目

　
∨

担当係 推進係

10 5 1



できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 耐震化実施率（％） 36 45.4 100.0 ― ―
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,470 3,279 62,489 0 合計 62,489,351 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 62,489,351 円

一般財源 22,470 3,279 62,489 0

職員人件費　② 718 1,450 2,034 0

総事業費（①＋②） 23,188 4,729 64,523 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 教育文

度

化

基本施策 生涯学習
施

　

策体系
施策の内容 生涯

刈

学習施設の利用促進

目

谷

　
　
　
的

　集会所の施

市

設・設備の設置等に係

事

る費用を

主
た
る
内
容

○

務

東境町高山集会所の修

事

繕費補助
補助すること

業

で、地区住民の負担軽

評

減を図る ○東竜集会所

価

の修繕費補助
とともに

シ

、地区活動の拠点を確

ー

保する。 ○池下団地集

ト

会所の建築費補助
○東

（

陽町集会所の建築費補

様

助
○中手町集会所の建

式

築費補助
○銀座1組集

１

会所の修繕費補助
○銀

）

座2組集会所の修繕費

会

補助
○鵜島1・2組集

計

会所の修繕費補助

位
置

名

づ
け

関連計画  

根拠法

担

令 集会所設置等補助金

当

交付要綱

対象者 市民 事

部

業期間 ～

実施方法 □直

生

営　□委託　□指定管

涯

理　■補助・助成　□

学

その他

習部

一般会計
集会

Ｂ
　
事
　
業

所

　
実
　
績

２３年度実績

設

２４年度実績 ２５年度

置

実績 ２６年度計画

・小

等

山集会所修繕事業補助

補

・新田屋敷集会所修繕

助

費補助 ・東境町高山集

事

会所修繕費補 　
・沖野

業

集会所建替工事費補 ・

担

板倉会館修繕費補助 　

当

助 　
　助 ・蒲生池集会

課

所修繕費補助 ・東竜集

生

会所修繕費補助 　
・小

涯

垣江下組集会所修繕費

学

・池下団地集会所建築

習

費補助 　
　補助 ・東陽

課

町集会所建築費補助 　

款

　　―――――――
・

項

落合集会所修繕費補助

目

・中手町集会所建築費

担

補助
・銀座1組集会所

当

修繕費補助
・銀座2組

係

集会所修繕費補助
・鵜

施

島1・2組集会所修繕

設

費補
　助

　地区で設置

係

した集会所の耐震改修

1

等の費用を補助し、集

0

会所を安全で快適な施

5

設とすることにより、

1

地区のコミュニテ

成果 ィ活動の活性化に寄与した。

(できたこと)

　施設や設備の老朽化に伴う不具合の増加が予想されることから、集会所の状況を把握する必要がある。
課題

(



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地区の集会所は地区活動の拠点

平

であり、市民生活上必

成

要
・法的業務

高い
であ

２

ると地区住民が決定し

６

たものであるため、設

年

置等への
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要 補助

　

の必要性は高い。
・市

刈

民生活上必要である　

谷

など

　経費の一部を補

市

助することにより、地

事

区住民自らが経費
・コ

務

ストの節減、費用対効

事

果
普通

を削減するとと

業

もに、過剰な設備投資

評

にならないよう補助
効

価

率性 ・執行体制の効率

シ

性 対象のチェックを行

ー

っている。
・手段の最

ト

適性　など

　地区の振

（

興を推進する観点から

様

、市が主体となって経

式

費
・市が主体となって

２

実施する
高い

の一部を

）

補助する必要がある。

会

妥当性 　べき事業であ

計

るか
・総合計画との整

名

合性　など

　集会所は

担

地区活動の拠点である

当

と同時に、市民に身近

部

な

施策への ・施策への

生

貢献度
高い

生涯学習活

涯

動の拠点でもあるため

学

、安全かつ快適な施設

習

を
・目標達成度 維持す

部

ることで、施策に貢献

一

している。
貢献度 ・市

般

民サービスへの効果　

会

など

今後の方向性 □拡

計

充　■現状維持　□改

集

善・効率化　□縮小　

会

□終期設定　□休止・

所

廃止

　地区活動の振興

設

のため、今後も必要に

置

応じて集会所の施設・

等

設備の設置等に対し補

補

助を行う。

助事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

当

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

課

　
∨

生涯学習課

款 項 目 担当係 施設係

10 5 1



　　　　1回 ・中学校区生活指導懇談会
・中学校区生活指導懇談会 ・中学校区生活指導懇談会 ・中学校区生活指導懇談会 　　　　　　　　　　　3回
　　　　　　　　　3回 　　　　　　　　　　　3回 　　　　　　　　　　　3回

　青少年育成市民運動地域推進員の活動を通して、青少年の健全育成や人間形成の基本となる家庭教育の重要性について

成果 啓発し、家族がふれあい、絆の強い明るい家庭づくりを促進した。

(できたこと)

　青少年育成市民運動地域推進員の氏名、活動内容等を市民だよりで広報しているが、あまり認知されていない。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 講演会参加者数（人） 193 191 210 210 210
指標
活動 街頭啓発活動（回） 6 6 5 5 5
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 346 326 361 442 合計 3

Ｄ

61,450 円
報償

　

費 180,400 円

　

財
　
源

特定財源 0 0 0

　

0 需用費 145,95

Ｏ

0 円
使用料及び賃借

　

料 35,100 円

一

　

般財源 346 326 3

∧

61 442

職員人件費

　

　② 1,436 1,6

　

98 2,104 2,1

実

98

総事業費（①＋②

　

） 1,782 2,02

　

4 2,465 2,64

施

0

建
設
事
業

全体事業費

　

（単位：千円） 0 ２５

　

年度特定財源名称

２５

∨

年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 教育

度

文化

基本施策 青少年育

　

成
施策体系

施策の内容

刈

家庭教育の推進

目
　
　

谷

　
的

　青少年育成市民

市

運動の啓発、夜間街頭

事

補導

主
た
る
内
容

○青少

務

年育成市民運動地域推

事

進員連絡協議会
への参

業

加、関係行政機関・団

評

体との連携や連 　の開

価

催
絡などを行い、地域

シ

における青少年健全育

ー

成 ○家庭教育啓発講演

ト

会の開催
の推進を図る

（

。 ○市民運動強調月間

様

等における街頭啓発活

式

動
  の実施
○研修会

１

の実施
○夏季特別夜間

）

街頭補導への参加
○中

会

学校区生活指導懇談会

計

への参加

位
置
づ
け

関連

名

計画  

根拠法令 刈谷市

担

青少年育成市民運動地

当

域推進員設置要綱

対象

部

者 市民 事業期間 ～

実施

生

方法 ■直営　□委託　

涯

□指定管理　□補助・

学

助成　□その他

習部

一般会計
家庭

Ｂ

教

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

育

年度実績 ２４年度実績

啓

２５年度実績 ２６年度

発

計画

・青少年育成推進

指

員連絡協 ・青少年育成

導

推進員連絡協 ・青少年

事

育成推進員連絡協 ・青

業

少年育成推進員連絡協

担

　議会　　　　　　3

当

回 　議会　　　　　　

課

　　3回 　議会　　　

生

　　　　　3回 　議会

涯

　　　　　　　　3回

学

・家庭教育啓発指導事

習

業推 ・家庭教育啓発指

課

導事業推 ・家庭教育啓

款

発指導事業推 ・家庭教

項

育啓発講演会　1回
　

目

進会（講演会）　1回

担

　進会（講演会）　　

当

　1回 　進会（講演会

係

）　　　1回 ・街頭啓

青

発活動　　　　3回
・

少

街頭啓発活動　　3回

年

・街頭啓発活動　　　

係

　3回 ・街頭啓発活動

1

　　　　3回 ・夜間街

0

頭補導　　　　2回
・

5

夜間街頭補導　　3回

5

・夜間街頭補導　　　　3回 ・夜間街頭補導　　　　2回 ・施設研修　　　　　　1回
・施設研修　　　　1回 ・施設研修　　　　　　1回 ・研修会　　　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　子どもを健やかに育てる最初

平

の場である家庭の役割

成

の重
・法的業務

高い
要

２

性について啓発を行う

６

必要がある。
必要性 ・

年

市民ニーズ、社会需要

度

・市民生活上必要であ

　

る　など

　青少年育成

刈

市民運動地域推進員を

谷

設置し、学校、ＰＴＡ

市

・コストの節減、費用

事

対効果
高い

と街頭補導

務

等を合同で行うことに

事

より、学校、家庭、地

業

域
効率性 ・執行体制の

評

効率性 との連携を図る

価

ことができる。
・手段

シ

の最適性　など

　青少

ー

年育成に関する市民へ

ト

の意識啓発については

（

、市が
・市が主体とな

様

って実施する
普通

主体

式

となって行うことが妥

２

当である。
妥当性 　べ

）

き事業であるか
・総合

会

計画との整合性　など

計

　街頭啓発や青少年育

名

成強調月間に講演会を

担

実施すること

施策への

当

・施策への貢献度
普通

部

により、家庭教育の重

生

要性を広く周知するこ

涯

とができる。
・目標達

学

成度
貢献度 ・市民サー

習

ビスへの効果　など

今

部

後の方向性 □拡充　■

一

現状維持　□改善・効

般

率化　□縮小　□終期

会

設定　□休止・廃止

　

計

青少年の健全育成や人

家

間形成の基本となる家

庭

庭教育の重要性につい

教

て啓発し、絆の強い明

育

るい家庭づくりを促進

啓

で
きるよう、引き続き

発

実施していく。

指導事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

担

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

当

　
価
　
∨

課 生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年係

10 5 5



位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 400 399 300 700 合計 300,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 92 0 0 0 交付金 300,000 円

一般財源 308 399 300 700

職員人件費　② 1,436 707 491 513

総事業費（①＋②） 1,836 1,106 791 1,213

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

　

策 青少年育成
施策体系

刈

施策の内容 青少年を取

谷

り巻く環境の整備

目
　

市

　
　
的

　青少年に自然

事

体験、地域活動、異世

務

代交流

主
た
る
内
容

　複

事

数の非営利団体が連携

業

して実施する青少
など

評

多様な機会を提供し、

価

地域社会を基盤と 年健

シ

全育成に大きな効果が

ー

得られる先駆的な
した

ト

青少年健全育成及び環

（

境づくりを推進す 事業

様

に対して、1事業10

式

万円を限度として補助

１

る。 金を交付する。

位

）

置
づ
け

関連計画 刈谷市

会

生涯学習推進計画

根拠

計

法令

対象者 市民（青少

名

年） 事業期間 平成１６

担

年度 ～

実施方法 ■直営

当

　□委託　□指定管理

部

　■補助・助成　□そ

生

の他

涯学習部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　

ハ

実
　
績

２３年度実績 ２

ツ

４年度実績 ２５年度実

ラ

績 ２６年度計画

・応募

ツ

4事業 ・応募4事業 ・

か

応募3事業 ・応募7事

り

業
・採択4事業 ・採択

や

4事業 ・採択3事業

　

っ

補助金を交付すること

子

により、地域社会を基

育

盤とした多様な活動の

成

機会を提供し、家庭や

支

学校及び地域が一体と

援

なって

成果 ハツラツと

事

した子どもを育む環境

業

づくりを支援した。

(

担

できたこと)

　ＰＲ先

当

の拡充を行ったが、応

課

募件数が伸びない。
課

生

題

(できなか 

 った

涯

こと)

指標名称（単位

学

）
実績値 目標値

２３年

習

度 ２４年度 ２５年度 ２

課

６年度 ２８年度

活動 補

款

助対象採択事業数（事

項

業） 4 4 3 7 7
指標
成

目

果 参加者数（人） 1

担

,040 684 405

当

600 600
指標

 
他

係

市との
比較検証

青少年係

10 5 5

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　青少年の健やかな

平

育成のために地域団体

成

が自ら企画・運
・法的

２

業務
高い

営する事業に

６

対し補助金を支出する

年

ことは、有意義かつ継

度

必要性 ・市民ニーズ、

　

社会需要 続的な活動を

刈

支援するために必要で

谷

ある。
・市民生活上必

市

要である　など

　複数

事

の地域団体が協働で青

務

少年健全育成に関わり

事

、地域
・コストの節減

業

、費用対効果
普通

の連

評

携強化に繋がる。
効率

価

性 ・執行体制の効率性

シ

・手段の最適性　など

ー

　地域住民及び非営利

ト

団体が中心となる活動

（

の活性化にも
・市が主

様

体となって実施する
普

式

通
なり、市が積極的に

２

支援をすることは妥当

）

と思われる。
妥当性 　

会

べき事業であるか
・総

計

合計画との整合性　な

名

ど

　青少年に多様な活

担

動（自然体験、異世代

当

交流等）の機会

施策へ

部

の ・施策への貢献度
普

生

通
を提供し、家庭、学

涯

校、地域が一体となっ

学

た青少年健全育
・目標

習

達成度 成に寄与してい

部

る。
貢献度 ・市民サー

一

ビスへの効果　など

今

般

後の方向性 □拡充　■

会

現状維持　□改善・効

計

率化　□縮小　□終期

ハ

設定　□休止・廃止

　

ツ

引き続き家庭、学校、

ラ

地域が一体となった青

ツ

少年健全育成活動を支

か

援するため、事業を継

り

続していく。

やっ子育

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

成

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

支

価
　
∨

援事業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年係

10 5 5



人 日高小学校　　　　 68人 日高小学校　　　 81人 亀城、富士松南、双葉小学校
合　計　　　　　　459人 富士松東小学校　 82人 　　　 　　　　各40人

合　計　　　　　658人

・体験活動や地域住民との交流を通して、子どもの社会性を育む機会を提供することができた。

成果 ・学年、学級を超えた集団遊び等を通して、子ども同士の関わり方を学ぶことができた。

(できたこと) ・学校生活に慣れない子どもたちにも、学校に来る楽しみや元気を与えることができた。

・教室のスペースに限りがあるため、登録者の受入れを工夫する必要がある。
課題

・登録児童の自由参加としているため、実際の参加児童数の把握が困難であり、またスタッフの配置数について過不足が
(できなか 

生じる。
 ったこと)

・放課後子ども教室の開設に伴い、コーディネーター等多数の地域の人材が必要となる。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 開設校数（校） 5 6 7 10 15
指標
成果 登録児童数（人） 346 459 658 780 980
指標

開設状況
他市との 知立市：7校中7校、週5日、安城市：21校中3校、週1日、碧南市：7校中1校、週3日、各市とも小学校の空き
比較検証 教室で開設。高浜市

Ｄ

：5校中5校、週5日

　

小学校のグランドで開

　

設（雨天時は体育館）

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
２３年

施

度 ２４年度 ２５年度 ２
　

６年度 ２５年度

（決算

　

） （決算） （決算） （
∨

予算） 事業費内訳

事業費　① 12,107 13,397 13,289 18,997 合計 13,288,569 円
賃金 2,732,700 円

財
　
源

特定財源 6,901 6,965 7,893 10,100 報償費 9,819,350 円
需用費 248,694 円

一般財源 5,206 6,432 5,396 8,897 役務費 262,595 円
備品購入費 225,230 円

職員人件費　② 6,461 4,598 4,699 5,129

総事業費（①＋②） 18,568 17,995 17,988 24,126

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 放課後子ども教室推進事業費
補助金（県）

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 教

度

育文化

基本施策 青少年

　

育成
施策体系

施策の内

刈

容 青少年の自立支援と

谷

社会参加の促進

目
　
　

市

　
的

　学校、家庭、地

事

域が連携して放課後の

務

子ど

主
た
る
内
容

　地域

事

の方々の参画を得て、

業

遊びや学習、体
もの安

評

全・安心な居場所を設

価

け、子どもたち 験活動

シ

、地域住民との交流な

ー

どの取組みを行
が地域

ト

社会の中で、心豊かで

（

健やかに育まれ う放課

様

後子ども教室を開設す

式

る。
る環境づくりを推

１

進する。

位
置
づ
け

関連

）

計画 刈谷市次世代育成

会

支援行動計画（後期計

計

画）、刈谷市生涯学習

名

推進計画

根拠法令 放課

担

後子どもプラン推進事

当

業実施要綱、刈谷市放

部

課後子ども教室事業実

生

施要綱

対象者 各小学校

涯

に在籍する児童 事業期

学

間 平成２０年度 ～

実施

習

方法 ■直営　□委託　

部

□指定管理　□補助・

一

助成　□その他

般会計
放課後子ど

Ｂ

も

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

プ

年度実績 ２４年度実績

ラ

２５年度実績 ２６年度

ン

計画

【登録児童数】 【

事

登録児童数】 【登録児

業

童数】 【既設校及び定

担

員数】
小高原小学校　

当

　　 96人 小高原小

課

学校　　　113人 小

生

高原小学校　　109

涯

人 小高原小学校　　 

学

80人
富士松北小学校

習

　　105人 富士松北

課

小学校　　 78人 富

款

士松北小学校　 79

項

人 富士松北、小垣江、

目

朝日
小垣江小学校  

担

     97人 小垣

当

江小学校      

係

 98人 小垣江小学校

青

　　126人　 衣浦、

少

日高、富士松東小学校

年

朝日小学校　　　　 

係

26人 朝日小学校　　

1

　　 59人 朝日小学

0

校　　　112人 　 

5

　　　　　　各40人

5

衣浦小学校　　　　 22人 衣浦小学校　　　　 43人 衣浦小学校　　　 69人 【新設校及び定員数】
合　計　　　　　　346



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　児童が心豊かで健やかに育

平

まれる環境整備推進の

成

ため、
・法的業務

高い

２

遊び、学び、体験、地

６

域の方々と交流する場

年

として、放課
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

　

後の安全・安心な居場

刈

所づくりは必要である

谷

。
・市民生活上必要で

市

ある　など

　既存の学

事

校施設を利用すること

務

、また、地域の方々を

事

ス
・コストの節減、費

業

用対効果
普通

タッフと

評

して活用することによ

価

り、効率的な事業の推

シ

進を
効率性 ・執行体制

ー

の効率性 図ることがで

ト

きる。
・手段の最適性

（

　など

　本事業を実施

様

するにあたっては学校

式

関係者との連携、協
・

２

市が主体となって実施

）

する
普通

力は必要であ

会

り、行政が主体となっ

計

て積極的に関与するこ

名

妥当性 　べき事業であ

担

るか とが妥当である。

当

・総合計画との整合性

部

　など

　本事業に参加

生

することにより、児童

涯

は日常的に交流する

施

学

策への ・施策への貢献

習

度
高い

ことが少ない異

部

年齢の子どもたちや地

一

域の方々と接する機
・

般

目標達成度 会ができ、

会

本施策の青少年育成に

計

寄与している。
貢献度

放

・市民サービスへの効

課

果　など

今後の方向性

後

■拡充　□現状維持　

子

□改善・効率化　□縮

ど

小　□終期設定　□休

も

止・廃止

　開設校、未

プ

開設校の不均衡の解消

ラ

のため今後も順次拡大

ン

していくが、県補助事

事

業でもあるため、県の

業

動向も考慮し
ながら実

担

施していく。

当課 生涯

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

学

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

習

価
　
∨

課

款 項 目 担当係 青少年係

10 5 5



計　　　1,100人

　創作活動、自然体験など、様々な活動を通して地域住民や異世代交流を図るとともに、週末の安全・安心な居場所を提

成果 供する事ができた。

(できたこと)

　ほとんどのプログラムは、申込不要であるため、参加児童に対するスタッフの過不足が生じる。また、各会場により参
課題

加者数にバラつきが生じた。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 開催数（回） 80 80 80 80 80
指標
成果 参加者数（人） 1,080 1,126 1,068 1,100 1,200
指標

　高浜市は1校のみＰＴＡ土曜クラブに委託し、家庭科、書道、剣道、ちぎり絵、フルートの5クラブ制で開
他市との 催している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,735 2,735 2,724 2,789 合計 2,723,75

Ｄ

1 円
委託料 2,72

　

3,751 円

財
　
源

　

特定財源 1,176 1

　

,345 1,312 1

Ｏ

,315

一般財源 1,

　

559 1,390 1,

　

412 1,474

職員

∧

人件費　② 1,436

　

1,203 842 87

　

9

総事業費（①＋②）

実

4,171 3,938

　

3,566 3,668

　

建
設
事
業

全体事業費（

施

単位：千円） 0 ２５年

　

度特定財源名称

２５年

　

度迄の累積事業費 0 放

∨

課後子ども教室推進事業費
補助金（県）

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 教育文化

度

基本施策 青少年育成
施

　

策体系
施策の内容 青少

刈

年の自立支援と社会参

谷

加の促進

目
　
　
　
的

　

市

週末に子どもの安全・

事

安心な活動拠点を設

主

務

た
る
内
容

　小・中学生

事

を対象に市内3箇所の

業

生涯学習セ
け、遊び、

評

文化活動等の体験活動

価

を通じ、子 ンターでキ

シ

ッズクラブを開設し、

ー

子どもたち
どもが心豊

ト

かで健やかに育まれる

（

環境づくり が安心して

様

集うことができる居場

式

所を提供す
を推進する

１

。 る。
○開催場所 
・

）

たんぽぽ　　南部生涯

会

学習センター　
・アイ

計

リス　　刈谷市総合文

名

化センター
・かきつば

担

た　北部生涯学習セン

当

ター
○開催日
　6月か

部

ら3月
　月3回土曜日

生

の午前または午後

位
置

涯

づ
け

関連計画 刈谷市生

学

涯学習推進計画

根拠法

習

令 放課後子どもプラン

部

推進事業実施要綱、刈

一

谷市キッズクラブ事業

般

実施要綱

対象者 市内在

会

住の小・中学生 事業期

計

間 平成１７年度 ～

実施

キ

方法 □直営　■委託　

ッ

□指定管理　□補助・

ズ

助成　□その他

クラブ事業
担当課

Ｂ

生

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

涯

年度実績 ２４年度実績

学

２５年度実績 ２６年度

習

計画

【参加者延べ人数

課

】　 【参加者延べ人数

款

】 【参加者延べ人数】

項

【参加予定人数】
・た

目

んぽぽ　　 475人

担

・たんぽぽ　　   

当

586人 ・たんぽぽ　

係

　   473人 ・た

青

んぽぽ　　　450人

少

・アイリス　　 43

年

8人 ・アイリス　　 

係

  355人 ・アイリ

1

ス　　   346人

0

・アイリス　　　40

5

0人
・かきつばた　 

5

167人 ・かきつばた　   185人 ・かきつばた　   249人 ・かきつばた　　250人
  合　計   　1,080人 　合　計　　　 1,126人 　合　計　　　 1,068人 　合　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　異年齢の子どもたちや地域の人々

平

と交流する場として、

成

・法的業務
高い

安全・

２

安心な居場所を設ける

６

ことは重要である。
必

年

要性 ・市民ニーズ、社

度

会需要
・市民生活上必

　

要である　など

　地元

刈

のＮＰＯに委託するこ

谷

とは、地域の実情に合

市

った事
・コストの節減

事

、費用対効果
普通

業が

務

でき、また費用の節減

事

にもなっている。
効率

業

性 ・執行体制の効率性

評

・手段の最適性　など

価

　子どもたちの居場所

シ

を設けるに当たっては

ー

、安全・安心
・市が主

ト

体となって実施する
普

（

通
な居場所であること

様

が必要となるため、公

式

共施設内に開設
妥当性

２

　べき事業であるか し

）

市が関与することが妥

会

当である。
・総合計画

計

との整合性　など

　本

名

事業に参加することに

担

より、児童は日常的に

当

交流する

施策への ・施

部

策への貢献度
高い

こと

生

が少ない異年齢の子ど

涯

もたちや地域の方々と

学

接する機
・目標達成度

習

会ができ、本施策の青

部

少年育成に寄与してい

一

る。
貢献度 ・市民サー

般

ビスへの効果　など

今

会

後の方向性 □拡充　□

計

現状維持　■改善・効

キ

率化　□縮小　□終期

ッ

設定　□休止・廃止

　

ズ

現在、市内各生涯学習

ク

センターにおいて均等

ラ

に実施しているが、参

ブ

加者数に偏りが生じて

事

いるため、3箇所とも

業

均等
に実施している体

担

制を見直し、地域性や

当

参加状況を考慮した内

課

容に見直していく必要

生

がある。また、市内各

涯

生涯学習
センターにお

学

いて実施することによ

習

り、学童期より公共施

課

設である生涯学習セン

款

ターを利用することで

項

生涯を通じて
センター

目

を利用するきっかけに

担

なると考えられるため

当

、引き続き公共施設に

係

おいて実施していく。

青

ボランティアスタ
ッフ

少

の確保や、異年齢間交

年

流を図ることができる

係

ため、他事業との連携

1

を検討する。

0 5 5

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨



事業の活動として悩みの相談対応があるが、ピアカウンセラーとして活動する大学生スタッフの確保が必要である。
課題

・利用者が減少しており、利用者を増やす工夫が必要である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 登録者数（人） 23 28 30 35 40
指標
成果 中高生が関わったイベントの回数(回) 3 3 3 3 3
指標

　碧南市、高浜市が類似の事業を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,983 1,998 1,985 2,058 合計 1,984,899 円
需用費 8,925 円

財
　
源

特定財源 456 0 0 0 委託料 1,975,974 円

一般財源 1,527 1,998 1,985 2,058

職員人件費　② 1,077 920 842 953

総事業費（①＋②） 3,060 2,918 2,827 3,011

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業

Ｄ

費 0

２７年度以降の事

　

業費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

教育文化

基本施策 青少

　

年育成
施策体系

施策の

刈

内容 青少年の自立支援

谷

と社会参加の促進

目
　

市

　
　
的

　中高生が放課

事

後等に気軽に集まるこ

務

とがで

主
た
る
内
容

　放

事

課後に気軽に立ち寄る

業

ことのできる、中
きる

評

居場所を提供する。ま

価

た、中高生自らイ 高生

シ

のための学習や交流等

ー

の居場所を提供し､
ベ

ト

ントの企画運営に携わ

（

ることができる機会 声

様

かけ、悩み等の相談対

式

応や自主的な活動へ
を

１

提供することにより、

）

中高生の自立を支援 の

会

支援を行う。大学生を

計

ピアカウンセラーと
す

名

る。 して養成し、スタ

担

ッフとして配置する。

当

○場　所　刈谷市総合

部

文化センター内
　　　

生

　　談話コーナー
○開

涯

催日　毎週火・木曜日

学

　16時～21時

位
置

習

づ
け

関連計画 刈谷市次

部

世代育成支援行動計画

一

（後期計画）、刈谷市

般

生涯学習推進計画

根拠

会

法令 子ども・若者育成

計

支援推進法

対象者 市内

中

在住または在学の中高

高

生 事業期間 平成２２年

生

度 ～

実施方法 □直営　

の

■委託　□指定管理　

居

□補助・助成　□その

場

他

所づくり事業
担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実

課

　
績

２３年度実績 ２４

生

年度実績 ２５年度実績

涯

２６年度計画

利用者数

学

　延べ1,348人 利

習

用者数　延べ1,23

課

0人 利用者数　延べ7

款

24人 利用者数　延べ

項

1,000人
登録者数

目

　23人 登録者数　2

担

8人 登録者数　30人

当

登録者数　35人

　学

係

習活動や、大学生スタ

青

ッフとの交流を深める

少

中で、中高生が気軽に

年

立寄ることができる居

係

場所づくりができた。

1

各種

成果 イベントの企

0

画・実施、大学生スタ

5

ッフにピアカウンセラ

5

ー（仲間として相談に応じる人）養成講座を行い、相談に対応

(できたこと) できる知識の習得に努めた。

・本



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域でのコミュニケーシ

平

ョンの欠如、若者の自

成

立の遅れ
・法的業務

高

２

い
等、社会環境が変化

６

する中、中高生が気軽

年

に立寄り社会参
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

　

要 加できる場所が必要

刈

である。
・市民生活上

谷

必要である　など

　大

市

学生をピアカウンセラ

事

ーとして養成し、大学

務

生自身の
・コストの節

事

減、費用対効果
普通

意

業

識、能力向上に繋げ、

評

またその大学生をスタ

価

ッフとして
効率性 ・執

シ

行体制の効率性 配置す

ー

ることで事業の効果が

ト

期待できる。
・手段の

（

最適性　など

　中高生

様

が放課後等に気軽に立

式

ち寄るなかで交流を深

２

め、
・市が主体となっ

）

て実施する
普通

悩み事

会

を安心して相談できる

計

環境づくりが必要であ

名

るため
妥当性 　べき事

担

業であるか 、公共施設

当

内に開設し市が関与す

部

る事が妥当である。
・

生

総合計画との整合性　

涯

など

　安心して過ごせ

学

る居場所を設け、同世

習

代の仲間との交流

施策

部

への ・施策への貢献度

一

普通
、悩みの相談等を

般

行うことで、中高生の

会

自立を支援するこ
・目

計

標達成度 とができる。

中

貢献度 ・市民サービス

高

への効果　など

今後の

生

方向性 □拡充　□現状

の

維持　■改善・効率化

居

　□縮小　□終期設定

場

　□休止・廃止

　引き

所

続き、中高生が放課後

づ

に気軽に立寄ることの

く

できる居場所を提供す

り

るとともに、ボランテ

事

ィア活動や地域活動
な

業

ど中高生の社会参加を

担

支援する。また、ピア

当

カウンセラーの養成を

課

推進し、大学生スタッ

生

フの確保に努める。利

涯

用
状況の推移等を参考

学

に、事業内容や対象者

習

等の見直しを検討する

課

必要がある。

款 項 目 担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

当

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

係

価
　
∨

青少年係

10 5 5



標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 実行委員ＯＢ･ＯＧグループ(ＴＨＥ成人）の人数（ 0 0 32 40 48
指標 人）
成果 成人式参加率（％） 70.2 72.2 73.8 74 74
指標

　知立市、安城市、碧南市、高浜市、東浦町は成人式実行委員会を組織し、実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,790 3,886 3,701 3,993 合計 3,700,952 円
旅費 23,520 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,097,932 円
使用料及び賃借料 579,500 円

一般財源 3,790 3,886 3,701 3,993

職員人件費　② 6,102 4,244 3,998 4,250

総事業費（①＋②） 9,892 8,130 7,699 8,243

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定

Ｄ

財源名称

２５年度迄の

　

累積事業費 0

２７年度

　

以降の事業費見込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 教育文化

基

度

本施策 青少年育成
施策

　

体系
施策の内容 青少年

刈

の自立支援と社会参加

谷

の促進

目
　
　
　
的

　刈

市

谷市成人式実行委員会

事

との共催で成人式

主
た

務

る
内
容

　新成人の中か

事

ら実行委員会を組織し

業

、式の
を開催し、次代

評

を担う新成人の門出を

価

祝福す 企画、運営を行

シ

い、心に残る成人式を

ー

開催す
るとともに、大

ト

人になったことを自覚

（

し、自 る。
ら生き抜こ

様

うとする意欲の向上を

式

図る。

位
置
づ
け

関連計

１

画  

根拠法令

対象者 新

）

成人(平6.4.2～

会

平7.4.1生) 事業

計

期間 ～

実施方法 ■直営

名

　■委託　□指定管理

担

　□補助・助成　□そ

当

の他

部 生涯学習部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２３年度実績 ２

計

４年度実績 ２５年度実

成

績 ２６年度計画

開催日

人

　平成24年1月8日

式

開催日　平成25年1

開

月13日 開催日　平成

催

26年1月12日 開催

事

日　平成27年1月1

業

1日
会  場　刈谷市

担

総合文化セ 会　場　刈

当

谷市総合文化セ 会　場

課

　刈谷市総合文化セ 会

生

　場　刈谷市総合文化

涯

セン
　　　　ンター 　

学

　　　ンター 　　　　

習

ンター 　　　　ター
対

課

象者数　1,658名

款

対象者数　1,654

項

名 対象者数　1,59

目

3名 対象者数　約1,

担

600名
参加者数　1

当

,165名 参加者数　

係

1,194名 参加者数

青

　1,175名

　成人

少

式を行うことにより、

年

新成人が恩師や旧友ら

係

と話し合う機会となり

1

、大人として今後どの

0

ように生きていくかを

5

語

成果 るきっかけとな

5

った。

(できたこと)

　実行委員会の出席率にばらつきがあるため、テーマ・実行委員企画等がなかなか決まらない。最高出席率95.7％、最低
課題

出席率43.5％、平均出席率72.4％
(できなか 

 ったこと)

指



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　次代を担う新成人の門出を市民皆で

平

祝福するとともに、
・

成

法的業務
高い

新成人が

２

大人になったことを自

６

覚する場を設けること

年

は重
必要性 ・市民ニー

度

ズ、社会需要 要である

　

。
・市民生活上必要で

刈

ある　など

　新成人が

谷

実行委員として企画、

市

運営に参画することに

事

よ
・コストの節減、費

務

用対効果
普通

り、効率

事

的な事業の推進を図る

業

ことができる。
効率性

評

・執行体制の効率性
・

価

手段の最適性　など

　

シ

会場の手配、新成人の

ー

人数の把握、成人式の

ト

通知など事
・市が主体

（

となって実施する
普通

様

務の基礎的な部分は行

式

政が主体となって関与

２

することが妥
妥当性 　

）

べき事業であるか 当で

会

ある。
・総合計画との

計

整合性　など

　新成人

名

が式に参加することに

担

より、社会人として自

当

覚す

施策への ・施策へ

部

の貢献度
高い

るきっか

生

けとなる事が期待でき

涯

る。実行委員が、企画

学

、運
・目標達成度 営を

習

することで、実行委員

部

の仲間づくりの場、成

一

長の場と
貢献度 ・市民

般

サービスへの効果　な

会

ど なり、社会参加のき

計

っかけとなる。

今後の

成

方向性 □拡充　□現状

人

維持　■改善・効率化

式

　□縮小　□終期設定

開

　□休止・廃止

　引き

催

続き、実行委員が企画

事

、運営に参画すること

業

で、若者のニーズに合

担

った内容にするととも

当

に、成人式のＰＲを
行

課

うことで参加を促す。

生

また、昨年度ＯＢ・Ｏ

涯

Ｇで結成された｢ＴＨ

学

Ｅ成人｣への参加を促

習

し、組織が継続して円

課

滑な
運営ができるよう

款

支援するとともに、ボ

項

ランティアへの参加協

目

力等社会参加を促す。

担

式の運営については、

当

施設管理
者、ボランテ

係

ィアスタッフの協力を

青

得ながら式が開催でき

少

るよう、引き続き実施

年

していく。

係

10 5

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

5

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨



施 継続実施 継続実施
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 270 270 270 270 合計 270,000 円
委託料 270,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 270 270 270 270

職員人件費　② 502 1,556 1,543 1,612

総事業費（①＋②） 772 1,826 1,813 1,882

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 教育文

度

化

基本施策 生涯学習
施

　

策体系
施策の内容 学習

刈

活動の支援

目
　
　
　
的

谷

核家族化が進み、子ど

市

もへの接し方がわから

事

主
た
る
内
容

・小学校区

務

家庭教育推進協議会へ

事

の事業委託
ないと不安

業

を抱える親が増加して

評

いる現状に
対し、家庭

価

教育の重要性を認識す

シ

る必要があ
るため、各

ー

種事業を地域において

ト

実施し、家
庭や地域の

（

教育力の向上を図る。

様

位
置
づ
け

関連計画  

根

式

拠法令  

対象者 市民 事

１

業期間 ～

実施方法 □直

）

営　■委託　□指定管

会

理　□補助・助成　□

計

その他

名 担当部 生涯学習

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２３年度実績

一

２４年度実績 ２５年度

般

実績 ２６年度計画

小高

会

原小学校区家庭教育推

計

進 小高原小学校区家庭

家

教育推進 朝日小学校区

庭

家庭教育地域推 朝日小

教

学校区家庭教育地域推

育

協議会　実績1,76

地

3人 協議会　実績1,

域

574人 進協議会　実

推

績3,990人　 進協

進

議会
・親子ふれあい教

事

室 ・親子ふれあい教室

業

・親子資源回収 ・親子

担

資源回収
・親子ふれあ

当

い草取り ・親子ふれあ

課

い草取り ・親子水難防

生

止体験 ・親子水難防止

涯

体験
・ＰＴＡ研修教室

学

・ＰＴＡ廃品回収 ・親

習

子清掃 ・親子清掃
・親

課

子防災教室 ・親子防災

款

教室
・みんなで合唱 ・

項

親子でもちつき

　学校

目

、家庭、地域が協力し

担

て家庭教育地域活動、

当

親子等ふれあい活動を

係

行い、家庭教育への意

推

識の高揚が図られた。

進

成果

(できたこと)

　

係

事業を委託する学校に

1

より活動内容が異なる

0

ため、参加者の増減の

5

みで事業の達成度を評

1

価することが困難である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 家庭教育地域推進事業の実施 実施 実施 実



２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 ＰＴＡ総会など各種研修会の実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 572 346 409 393 合計 408,920 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 408,920 円

一般財源 572 346 409 393

職員人件費　② 718 1,910 1,543 1,612

総事業費（①＋②） 1,290 2,256 1,952 2,005

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 教育文化

度

基本施策 生涯学習
施策

　

体系
施策の内容 学習活

刈

動の支援

目
　
　
　
的

Ｐ

谷

ＴＡ会員の教養の向上

市

や相互の親睦を図る

主

事

た
る
内
容

・ＰＴＡ連絡

務

協議会育成補助
ことに

事

より、ＰＴＡ活動の育

業

成を図る。 ・全国大会

評

旅費補助
・東海北陸大

価

会旅費補助
・会場借上

シ

料補助

位
置
づ
け

関連計

ー

画  

根拠法令  

対象者

ト

市民 事業期間 ～

実施方

（

法 □直営　□委託　□

様

指定管理　■補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

生

事
　
業
　
実
　
績

２３年

涯

度実績 ２４年度実績 ２

学

５年度実績 ２６年度計

習

画

・ＰＴＡ連絡協議会

部

総会 ・ＰＴＡ連絡協議

一

会総会 ・ＰＴＡ連絡協

般

議会総会 ・ＰＴＡ連絡

会

協議会総会
・ＰＴＡ研

計

究大会及び情報交 ・Ｐ

Ｐ

ＴＡ研究大会及び情報

Ｔ

交 ・ＰＴＡ研究大会及

Ａ

び情報交 ・ＰＴＡ研究

活

大会及び情報交
換会 換

動

会 換会 換会
・東海・北

育

陸ブロックＰＴＡ ・東

成

海・北陸ブロックＰＴ

事

Ａ ・日本ＰＴＡ全国研

業

究大会み ・東海・北陸

担

ブロックＰＴＡ
研究大

当

会愛知大会 研究大会富

課

山大会 え大会（東海・

生

北陸ブロック 研究大会

涯

下呂大会
・県・三河Ｐ

学

ＴＡ連絡協議会 ・日本

習

ＰＴＡ全国研究大会京

課

ＰＴＡ研究大会を兼ね

款

る） ・日本ＰＴＡ全国

項

研究大会長
各種事業 都

目

大会 ・県・三河ＰＴＡ

担

連絡協議会 崎大会
・県

当

・三河ＰＴＡ連絡協議

係

会 各種事業 ・県・三河

推

ＰＴＡ連絡協議会
各種

進

事業 各種事業

　総会、

係

研究大会などの実施に

1

よりＰＴＡ活動の活性

0

化を図ることができた

5

。

成果

(できたこと)

1

　毎年行われる全国大会・東海北陸大会の開催地や活動発表の有無により参加人数が異なり、それに合わせて補助額が増
課題

減する。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度



市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,076 2,887 1,737 2,164 合計 1,736,712 円
報償費 364,700 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 3,400 円
需用費 1,337,412 円

一般財源 3,076 2,887 1,737 2,164 使用料及び賃借料 31,200 円

職員人件費　② 5,384 5,518 4,348 4,543

総事業費（①＋②） 8,460 8,405 6,085 6,707

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 教育文化

基

度

本施策 生涯学習
施策体

　

系
施策の内容 学習活動

刈

の支援

目
　
　
　
的

刈谷

谷

市生涯学習推進計画に

市

基づき各種事業を

主
た

事

る
内
容

・生涯学習啓発

務

用品購入
実施すること

事

で、市民の学習活動へ

業

の取組み ・生涯学習に

評

関する研修会の開催
を

価

支援する。

位
置
づ
け

関

シ

連計画 刈谷市生涯学習

ー

推進計画

根拠法令  

対

ト

象者 市民 事業期間 ～

実

（

施方法 ■直営　□委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 生

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

涯

３年度実績 ２４年度実

学

績 ２５年度実績 ２６年

習

度計画

・生涯学習推進

部

会議 ・生涯学習推進会

一

議 ・生涯学習推進会議

般

・生涯学習推進会議
・

会

職員研修会 ・職員研修

計

会 ・職員研修会 ・職員

生

研修会
・指導者研修会

涯

・クラブ・サークル等

学

研修会 ・指導者研修会

習

・クラブ・サークル等

推

研修会
・生涯学習リー

進

ダー基礎知識 ・生涯学

事

習リーダーステップ ・

業

生涯学習リーダー基礎

担

知識 ・生涯学習リーダ

当

ーステップ
講座 アップ

課

研修 講座 アップ研修
・

生

生涯学習リーダーステ

涯

ップ ・よかよかガイド

学

作成 ・生涯学習リーダ

習

ーステップ
アップ研修

課

アップ研修
・よかよか

款

ガイド作成

　生涯学習

項

指導者に対し研修会を

目

実施し、生涯学習活動

担

への取組みを支援する

当

ことができた。

成果

(

係

できたこと)

　生涯学

推

習リーダーの活動が継

進

続して行われるよう引

係

き続き支援をする必要

1

がある。
課題

　
(でき

0

なか 
　

 ったこと)

5

指標名称（単位）
実績

1

値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 生涯学習推進員（生涯学習リーダー）の人数（人） 22 32 28 36 44
指標
成果 クラブ・サークル等名簿登録団体数（団体） 233 ― 189 250 400
指標

 
他



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,201 7,221 11,102 11,036 合計 11,101,697 円
需用費 704,707 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 131,650 円
委託料 8,997,780 円

一般財源 13,201 7,221 11,102 11,036 使用料及び賃借料
1,267,560 円

職員人件費　② 7,178 3,254 3,226 3,371

総事業費（①＋②） 20,379 10,475 14,328 14,407

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 生

　

涯学習
施策体系

施策の

刈

内容 生涯学習施設の利

谷

用促進

目
　
　
　
的

パソ

市

コンや携帯電話により

事

、公共施設の空き

主
た

務

る
内
容

・システム保守

事

管理委託
状況の確認や

業

利用予約を可能とする

評

システム ・システム機

価

器リース
を運用するこ

シ

とで、利用者の利便性

ー

を高める
とともに、事

ト

務の効率化を図る。

位

（

置
づ
け

関連計画

根拠法

様

令 刈谷市公共施設予約

式

案内システムに関する

１

規則

対象者 対象者を限

）

定せず 事業期間 平成１

会

３年度 ～

実施方法 ■直

計

営　■委託　□指定管

名

理　□補助・助成　□

担

その他

当部 生涯学習部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

２３年度実績

会

２４年度実績 ２５年度

計

実績 ２６年度計画

・保

公

守管理委託 ・保守管理

共

委託 ・運用保守管理委

施

託 ・運用保守管理委託

設

・機器リース ・機器リ

予

ース ・機器リース ・機

約

器リース
・社会教育セ

案

ンター等マスタ
設定業

内

務委託

　利用者は公共

シ

施設を利用するに当た

ス

り、予約手続きが容易

テ

になるととともに、施

ム

設側では、使用料の現

事

金収納が減少し

成果 、

業

事務の簡素化及び現金

担

の紛失・盗難のリスク

当

を回避することができ

課

た。

(できたこと)

　

生

システムの利用推進を

涯

図るため、予約案内シ

学

ステムを広く周知し、

習

システムによる予約申

課

込件数を増加させる。

款

課題

(できなか 

 っ

項

たこと)

指標名称（単

目

位）
実績値 目標値

２３

担

年度 ２４年度 ２５年度

当

２６年度 ２８年度

成果

係

システムによる施設予

施

約申込件数（件） 76

設

,265 72,713

係

75,787 77,3

1

00 80,100
指標

0

 
指標

 
他市との
比較

5

検証

1



目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 中央公民館長表彰実施及び各種会議参加 実施 実施 実施 継続実施 継続実施
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 105 49 106 134 合計 105,895 円
報償費 22,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 33,500 円
需用費 7,495 円

一般財源 105 49 106 134 負担金、補助及び
交付金 42,900 円

職員人件費　② 718 849 842 879

総事業費（①＋②） 823 898 948 1,013

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 教育文化

基

度

本施策 生涯学習
施策体

　

系
施策の内容 学習活動

刈

の支援

目
　
　
　
的

愛知

谷

県公民館連合会・西三

市

河公民館連絡協議

主
た

事

る
内
容

中央公民館長表

務

彰に要する経費のほか

事

、愛知
会の実施する事

業

業へ参加することによ

評

り、公 県公民館連合会

価

・西三河公民館連絡協

シ

議会の
民館事業の円滑

ー

な実施を図る。 実施す

ト

る公民館関係事業へ参

（

加するための経
費を支

様

出する。

位
置
づ
け

関連

式

計画  

根拠法令  

対象

１

者 市民 事業期間 ～

実施

）

方法 ■直営　□委託　

会

□指定管理　□補助・

計

助成　■その他

名 担当部 生涯学習

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

一

年度実績 ２４年度実績

般

２５年度実績 ２６年度

会

計画

・中央公民館長表

計

彰8名 ・中央公民館長

公

表彰8名 ・中央公民館

民

長表彰11名 ・中央公

館

民館長表彰
・県公民館

事

連合会理事会 ・県公民

務

館連合会理事会 ・県公

費

民館連合会理事会 ・県

事

公民館連合会理事会
・

業

県公民館主事部会代表

担

者会 ・県公民館主事部

当

会代表者会 ・県公民館

課

主事部会代表者会 ・県

生

公民館主事部会代表者

涯

会
・県公民館連合会総

学

会 ・県公民館連合会総

習

会 ・県公民館連合会総

課

会 ・県公民館連合会総

款

会

　中央公民館長表彰

項

の実施により、多年に

目

わたる公民館活動への

担

取組みを広く知らしめ

当

るとともに、他の者へ

係

の活動の励

成果 みとな

推

った。

(できたこと)

進

　県の主催する公民館

係

関係事業へ参加するこ

1

とにより、各市町の活

0

動状況などを把握する

5

ことができた。

　毎年

1

総合式典に合わせて行われる中央公民館長表彰の対象者数により、記念品費などが増減する。
課題

　各種会議での報告は、会議へ参加しなくても書面で十分な場合がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,063 19,037 21,192 25,113 合計 21,192,252 円
需用費 1,662,654 円

財
　
源

特定財源 24 341 22 55 役務費 131,098 円
委託料 19,398,500 円

一般財源 18,039 18,696 21,170 25,058

職員人件費　② 2,871 1,910 1,894 1,942

総事業費（①＋②） 20,934 20,947 23,086 27,055

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 教育文化

度

基本施策 生涯学習
施策

　

体系
施策の内容 生涯学

刈

習施設の利用促進

目
　

谷

　
　
的

指定管理者によ

市

り、適切な施設の管理

事

運営を

主
た
る
内
容

・指

務

定管理者による維持管

事

理業務
行い、地区活動

業

の活性化及び生涯学習

評

の推進 ・市民館の修繕

価

及び樹木管理
を図る。

シ

位
置
づ
け

関連計画  

根

ー

拠法令 刈谷市コミュニ

ト

ティ施設条例・刈谷市

（

市民館施設維持管理要

様

綱

対象者 市民 事業期間

式

昭和６１年度 ～

実施方

１

法 ■直営　■委託　■

）

指定管理　□補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 生涯学

Ｂ
　

習

事
　
業
　
実
　
績

２３年

部

度実績 ２４年度実績 ２

一

５年度実績 ２６年度計

般

画

・施設修繕 ・施設修

会

繕 ・施設修繕 ・施設修

計

繕
・樹木剪定委託（3

市

館） ・樹木剪定委託 ・

民

樹木剪定委託 ・樹木剪

館

定委託
・指定管理料(

施

22館) ・指定管理料

設

(22館) ・指定管理

管

料(22館) ・指定管

理

理料(22館)

　指定

事

管理者である各市民館

業

運営委員会からの不具

担

合の報告や市民館の建

当

築年次から来る経年劣

課

化を踏まえ、施設に対

生

す

成果 る修繕及び樹木

涯

の剪定を行った。

(で

学

きたこと)

　各市民館

習

運営委員会により、適

課

切に施設の管理運営を

款

実施するとともに、指

項

定管理者と密に連携し

目

、施設の状況把握に
課

担

題
努め、適正に維持管

当

理を行う。
(できなか

係

 

 ったこと)

指標名

施

称（単位）
実績値 目標

設

値

２３年度 ２４年度 ２

係

５年度 ２６年度 ２８年

1

度

成果 利用者満足度（

0

％） 77.3 86.4

5

81.8 86.4 90

1

.9
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,690 12,898 13,620 14,991 合計 13,620,394 円
委託料 10,217,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 3,403,394 円

一般財源 13,690 12,898 13,620 14,991

職員人件費　② 4,666 6,225 2,244 2,345

総事業費（①＋②） 18,356 19,123 15,864 17,336

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 参加・協働
施策体

　

系
施策の内容 地域活動

刈

の推進

目
　
　
　
的

公民

谷

館活動の運営を行い、

市

地区活動の活性化

主
た

事

る
内
容

・公民館運営委

務

託
を図り、社会教育の

事

活性化を目指す。 ・備

業

品購入補助
・公民館連

評

絡協議会補助

位
置
づ
け

価

関連計画  

根拠法令 地

シ

区公民館備品等整備事

ー

業補助金交付要綱

対象

ト

者 市民 事業期間 ～

実施

（

方法 □直営　■委託　

様

□指定管理　■補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

生

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

涯

年度実績 ２４年度実績

学

２５年度実績 ２６年度

習

計画

・公民館運営委託

部

(22地区) ・公民館

一

運営委託(22地区)

般

・公民館運営委託(2

会

2地区) ・公民館運営

計

委託(22地区)
・公

公

民館備品購入補助(1

民

8 ・公民館備品購入補

館

助（15 ・公民館備品

運

購入補助（20 ・公民

営

館備品購入補助
地区)

事

地区） 地区） ・公民館

業

連絡協議会補助
・公民

担

館連絡協議会補助 ・公

当

民館連絡協議会補助 ・

課

公民館連絡協議会補助

生

（集会所関係は「集会

涯

所運営
費等補助事業」

学

へ移行）

　各地区公民

習

館へ事業委託及び備品

課

購入補助を行い、公民

款

館活動の活性化を図っ

項

た。

成果 　

(できたこ

目

と)

　各地区の特性を

担

生かした活動が行える

当

ような支援を今後は検

係

討していく必要がある

推

。
課題

(できなか 

 

進

ったこと)

指標名称（

係

単位）
実績値 目標値

２

1

３年度 ２４年度 ２５年

0

度 ２６年度 ２８年度

活

5

動 公民館活動事業数（

1

事業） 147 157 155 150 150
指標

 
指標

他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,902 14,010 11,018 14,996 合計 11,017,650 円
需用費 568,050 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 10,449,600 円

一般財源 14,902 14,010 11,018 14,996

職員人件費　② 1,436 813 1,227 1,136

総事業費（①＋②） 16,338 14,823 12,245 16,132

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 教育文化

度

基本施策 生涯学習
施策

　

体系
施策の内容 生涯学

刈

習施設の利用促進

目
　

谷

　
　
的

施設・設備の経

市

年劣化に伴う補修等を

事

行うこ

主
た
る
内
容

・施

務

設、設備の補修
とで、

事

安全で快適な施設の維

業

持を図る。

位
置
づ
け

関

評

連計画

根拠法令 刈谷市

価

コミュニティ施設条例

シ

対象者 市民 事業期間 ～

ー

実施方法 ■直営　□委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２３年度実績 ２４年度

生

実績 ２５年度実績 ２６

涯

年度計画

・小垣江市民

学

館下水道接続 ・井ケ谷

習

市民館下水道接続 ・空

部

調機取替工事 ・東境市

一

民館下水道接続
・空調

般

機取替 ・空調機取替 ・

会

空調設備改修
・西境市

計

民館外壁改修

　指定管

市

理者である各市民館運

民

営委員会からの故障・

館

不具合の報告を受け、

施

施設及び設備の修繕を

設

行い、適切な施設の維

補

成果 持管理を行った。

修

(できたこと)

　空調

事

機については、各市民

業

館の建設年次及び空調

担

機の設置年次からの経

当

過年数を基に取替計画

課

を策定し、各市民館運

生

営
課題

委員会からの故

涯

障・不具合報告を踏ま

学

え、計画的に実施する

習

。今後、経年劣化によ

課

り設備の不具合の増加

款

も予想されるこ
(でき

項

なか 
とから、常に各

目

市民館の状況を把握し

担

ていく必要がある。
 

当

ったこと)

指標名称（

係

単位）
実績値 目標値

２

施

３年度 ２４年度 ２５年

設

度 ２６年度 ２８年度

成

係

果 下水道供用開始区域

1

における下水道接続率

0

（％） 90 95 95 1

5

00 100
指標
成果 空

1

調機更新率（％） 38 56 66 68 77
指標

 
他市との
比較検証



　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,820 8,018 7,949 9,107 合計 7,949,238 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 5 6 7 6 交付金 7,949,238 円

一般財源 8,815 8,012 7,942 9,101

職員人件費　② 1,795 1,839 1,473 1,539

総事業費（①＋②） 10,615 9,857 9,422 10,646

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 土地建物貸付収入

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 教育

度

文化

基本施策 生涯学習

　

施策体系
施策の内容 生

刈

涯学習施設の利用促進

谷

目
　
　
　
的

集会所の運

市

営費等を補助し、地区

事

活動の活性

主
た
る
内
容

務

・集会所運営費等補助

事

化及び生涯学習活動の

業

場の確保を図る。 ・集

評

会所借地料補助
・集会

価

所修繕費補助

位
置
づ
け

シ

関連計画

根拠法令 集会

ー

所設置等補助金交付要

ト

綱

対象者 市民 事業期間

（

～

実施方法 □直営　□

様

委託　□指定管理　■

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 生

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

涯

績

２３年度実績 ２４年

学

度実績 ２５年度実績 ２

習

６年度計画

・集会所運

部

営費補助 ・集会所運営

一

費補助 ・集会所運営費

般

補助 ・集会所運営費補

会

助
　（33か所） 　（

計

33か所） 　（33か

集

所） ・集会所借地料補

会

助
・集会所借地料補助

所

・集会所借地料補助 ・

運

集会所借地料補助 ・集

営

会所修繕費補助
　（1

費

1か所） 　（11か所

等

） 　（11か所）
・集

補

会所修繕費補助 ・集会

助

所修繕費補助 ・集会所

事

修繕費補助

　集会所の

業

維持管理に要する運営

担

費及び借地料を補助す

当

ることにより、地区負

課

担を軽減し、地区活動

生

の拠点を確保に寄与

成

涯

果 した。

(できたこと

学

)

　補助金の額・交付

習

方法・交付時期につい

課

て、全庁的な補助金の

款

見直しの時期に合わせ

項

て検討する。
課題

(で

目

きなか 

 ったこと)

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

２３年度 ２４

係

年度 ２５年度 ２６年度

施

２８年度

活動 運営費・

設

借地料の補助 実施 実施

係

実施 継続実施 継続実施

1

指標

指標

他市との
比較

0

検証

5 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ



250 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 130,196 66,045 115,127 0

職員人件費　② 2,154 460 456 0

総事業費（①＋②） 132,350 66,505 115,583 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 教

度

育文化

基本施策 生涯学

　

習
施策体系

施策の内容

刈

生涯学習施設の利用促

谷

進

目
　
　
　
的

　市内2

市

0箇所の市民館にエレ

事

ベータを設置す

主
た
る

務

内
容

・エレベーターの

事

設置工事
ることで、市

業

民館の利便性を向上さ

評

せ、地区
活動の活性化

価

に寄与する。

位
置
づ
け

シ

関連計画  

根拠法令 刈

ー

谷市コミュニティ施設

ト

条例

対象者 市民 事業期

（

間 平成２０年度 ～ 平成

様

２５年度

実施方法 ■直

式

営　□委託　□指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 生涯

Ｂ
　
事
　
業

学

　
実
　
績

２３年度実績

習

２４年度実績 ２５年度

部

実績 ２６年度計画

・設

一

置工事（5館） ・設置

般

工事（2館） ・設置工

会

事（3館） 　
　井ケ谷

計

・今岡・熊・一里 　桜

市

・小垣江 　野田・今川

民

・東境 　
　山・西部 　

館

・実施設計（5館） 　

エ

　桜・野田・今川・東

レ

境 　　　――――――

ベ

―
　小垣江

　平成25

ー

年度末までに、計20

タ

館の市民館にエレベー

設

タを設置し、市民館の

置

利便性を高めた。

成果

事

(できたこと)

　
課題

業

(できなか 

 ったこ

担

と)

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

２３年度

課

２４年度 ２５年度 ２６

生

年度 ２８年度

活動 設置

涯

工事済数（館） 15 1

学

7 20 ― ―
指標

指標
 

習

他市との
比較検証

課

款 項 目 担当係 施

Ｃ

設

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
２３年度 ２

1

４年度 ２５年度 ２６年

0

度 ２５年度

（決算） （

5

決算） （決算） （予算

1

） 事業費内訳

事業費　① 130,196 66,045 115,127 0 合計 115,127,250 円
工事請負費 115,127,



人数が当初予定よりも少なかった。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 大会参加者数（人） ― ― 19 ― ―
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 551 0 合計 551,080 円
旅費 101,080 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 450,000 円

一般財源 0 0 551 0

職員人件費　② 0 0 281 0

総事業費（①＋②） 0 0 832 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

ボーイスカウト日本ジャンボリー参加補助

事業

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

６

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

　

育文化

基本施策 青少年

刈

育成
施策体系

施策の内

谷

容 青少年の自立支援と

市

社会参加の促進

目
　
　

事

　
的

　国内外の参加ス

務

カウトが一堂に会し、

事

多様

主
た
る
内
容

　スカ

業

ウト運動最大の教育イ

評

ベントとして4年
な体

価

験や交流活動を行うこ

シ

とにより、青少年 ごと

ー

に開催(前回は平成2

ト

2年度）され、各団代

（

の健全育成を図るとと

様

もに、国際感覚を養い

式

表スカウト及び指導者

１

等の参加に対し補助金

）

、国際理解、国際感覚

会

の向上を促す。 を交付

計

する。今回は平成27

名

年度に同会場で開
催予

担

定である世界ジャンボ

当

リーのプレジャン
ボリ

部

ーを兼ね1年前倒して

生

開催する。
第16回日

涯

本ジャンボリー
（第2

学

3回世界ｽｶｳﾄｼﾞ

習

ｬﾝﾎﾞﾘｰ･ﾌﾟﾚ

部

ｼﾞｬﾝﾎﾞﾘｰ）
平

一

成25年7月31日～

般

8月8日
山口県山口市

会

きらら浜

位
置
づ
け

関連

計

計画

根拠法令

対象者 市

担

民 事業期間 ～

実施方法

当

■直営　□委託　□指

課

定管理　■補助・助成

生

　□その他

涯学習課

款 項 目 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

２３年度

係

実績 ２４年度実績 ２５

青

年度実績 ２６年度計画

少

　 　 刈谷市大会参加者

年

19人 　
　 　 　刈谷第

係

1団7人 　
　 　 　刈谷

1

第4団1人 　
　 　 　刈

0

谷第7団1人 　
　　　

5

――――――― 　　　

1

――――――― 　刈谷第10団8人 　　　―――――――
　刈谷第11団2人
（大会参加者13,500人）

　国内外のスカウトとの交流を通して、情報の共有・交換をすることができた。また、日頃の訓練の成果を発表するとと

成果 もに多くの体験の中で新しい知識や技能を習得することができた。

(できたこと)

　スカウト登録人数の減少、大会参加費の負担等により、参加



ｺﾝｸｰﾙ 応募430通・青少年作文ｺﾝｸｰﾙ 応募484通・青少年作文ｺﾝｸｰﾙ応募258通 ・青少年作文ｺﾝｸｰﾙ
・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ ・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ ・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ ・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ
　　　　　　　　　応募590通　　　　　　　　応募727通 　　　　　　　　応募879通 ・合同街頭補導実施延べ400日
・合同街頭補導実施延べ394日・合同街頭補導実施延べ394日・合同街頭補導実施延べ400日

　青少年を取り巻く環境が大きく変化する中、学校、家庭、地域が青少年育成について情報交換を行い、共通の認識を得

成果 ることができた。また、学区内危険箇所調査を通学路改善要望と合同で実施し調査の効率化を図った。

(できたこと)

　学区内危険箇所調査においては、各学校等が個々に要望をするのではなく地区内の総意及び共通理解が必要である。ま
課題

た、提出された要望結果の情報共有が必要である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 合同街頭補導（延べ日数） 394 394 400 400 400
指標
成果 善行美徳表彰（件） 21 21 21 21 21
指標

他市と

Ｄ

の
比較検証

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　

Ｃ
　
事
　

　

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

実

千円
２３年度 ２４年度

　

２５年度 ２６年度 ２５

　

年度

（決算） （決算）

施

（決算） （予算） 事業

　

費内訳

事業費　① 1,

　

958 2,175 2,

∨

115 2,451 合計 2,115,350 円
報償費 451,232 円

財
　
源

特定財源 18 0 0 0 旅費 4,980 円
需用費 708,888 円

一般財源 1,940 2,175 2,115 2,451 委託料 869,300 円
使用料及び賃借料 80,950 円

職員人件費　② 2,154 2,264 2,665 2,785

総事業費（①＋②） 4,112 4,439 4,780 5,236

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 教育文

度

化

基本施策 青少年育成

　

施策体系
施策の内容 青

刈

少年を取り巻く環境の

谷

整備

目
　
　
　
的

　市内

市

小・中・高等学校等で

事

組織する児童生

主
た
る

務

内
容

・児童生徒愛護会

事

の開催
徒愛護会の活動

業

を中心に、児童生徒の

評

生活指 ・夏季・冬季休

価

業中、テスト期間中、

シ

夜間等 
導、安全確保

ー

などの取組みを行い、

ト

青少年の 街頭補導の実

（

施
健全育成を図る。 ・

様

中学校区生活指導懇談

式

会の開催
・善行美徳表

１

彰の実施
・学区内危険

）

箇所調査の実施
・家庭

会

の日・青少年作文コン

計

クール、家族へ 
の手

名

紙コンクールの実施
・

担

のぞましい家庭教育の

当

しおりの発行

位
置
づ
け

部

関連計画

根拠法令  

対

生

象者 市民 事業期間 ～

実

涯

施方法 ■直営　■委託

学

　□指定管理　□補助

習

・助成　□その他

部

一般会計
青少年健

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

全

３年度実績 ２４年度実

育

績 ２５年度実績 ２６年

成

度計画

・児童生徒愛護

事

会　定例会4回・児童

業

生徒愛護会　定例会4

担

回・児童生徒愛護会　

当

定例会3回・児童生徒

課

愛護会　定例会3回
・

生

中学校区生活指導懇談

涯

会 ・中学校区生活指導

学

懇談会 ・中学校区生活

習

指導懇談会 ・中学校区

課

生活指導懇談会
　　　

款

　　　　　3箇所実施

項

　　　　　　　　3箇

目

所実施 　　　　　　　

担

　　3箇所実施　　　

当

　　　　　　3箇所実

係

施
・善行美徳表彰　2

青

1件26人 ・善行美徳

少

表彰　21件33人 ・

年

善行美徳表彰21件2

係

9人 ・善行美徳表彰
・

1

危険箇所調査　30箇

0

所 ・危険箇所調査　6

5

6箇所 ・危険箇所調査

5

54箇所 ・危険箇所調査
・家庭の日作文ｺﾝｸｰﾙ63人表彰・家庭の日作文ｺﾝｸｰﾙ63人表彰・家庭の日作文ｺﾝｸｰﾙ63人表彰・家庭の日作文ｺﾝｸｰﾙ
・青少年作文



指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 募集案内配布事業所数（ヶ所） 41 41 44 42 45
指標
成果 受講者数（人） 30 37 58 40 45
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 230 197 207 693 合計 206,900 円
報償費 156,000 円

財
　
源

特定財源 24 30 15 144 使用料及び賃借料 50,900 円

一般財源 206 167 192 549

職員人件費　② 2,871 2,688 2,735 4,983

総事業費（①＋②） 3,101 2,885 2,942 5,676

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 講座受講料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 教育文

度

化

基本施策 青少年育成

　

施策体系
施策の内容 青

刈

少年の自立支援と社会

谷

参加の促進

目
　
　
　
的

市

　青少年に多様な学習

事

・体験活動の機会の場

務

主
た
る
内
容

　市内在住

事

・在勤または在学の1

業

8歳～39歳の
を提供

評

し、生涯学習の推進、

価

ボランティア活 青少年

シ

を対象に、文化・芸術

ー

・福祉・スポー
動への

ト

参加促進を図る。 ツな

（

どの各種講座を開催す

様

る。
8回連続講座　年

式

2回開催

位
置
づ
け

関連

１

計画  刈谷市生涯学習

）

推進計画

根拠法令  

対

会

象者 市内在住･在勤･

計

在学の18～39歳 事

名

業期間 平成７年度 ～

実

担

施方法 ■直営　■委託

当

　□指定管理　□補助

部

・助成　□その他

生涯学習部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

ヤ

３年度実績 ２４年度実

ン

績 ２５年度実績 ２６年

グ

度計画

・ヤングカレッ

カ

ジⅠ ・ヤングカレッジ

レ

Ⅰ ・ヤングカレッジⅠ

ッ

　 ・青年講座4回32

ジ

講座
　8回　受講者延

事

べ人数97人 　8回　

業

受講者延べ人数109

担

人 　8回　受講者延べ

当

人数123人 第1回
・

課

ヤングカレッジⅡ ・ヤ

生

ングカレッジⅡ ・ヤン

涯

グカレッジⅡ　 ｺﾐｭ

学

ﾆｹｰｼｮﾝ&ﾘﾗｸ

習

ｾﾞｰｼｮﾝｺｰｽ4

課

講座
　8回　受講者延

款

べ人数82人 　8回　

項

受講者延べ人数113

目

人 　8回　受講者延べ

担

人数177人 ﾗｲﾌﾃ

当

ﾞｻﾞｲﾝｺｰｽ4講

係

座
第2回
 生涯学習ﾘ

青

ｰﾀﾞｰ企画講座8講

少

座
※事業統合により、

年

｢青年講座
開催事業｣

係

として実施
予算額69

1

3千円

・青少年に多様

0

な学習、体験活動の機

5

会の場を提供すること

5

ができた。

成果 ・ニーズに合った講座を企画し受講生が大幅に増えた。

(できたこと)

・ボランティア活動推進につながる講座を行う必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)



称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 募集案内配布事業所数（ヶ所） 41 41 41 42 45
指標
成果 受講者数（人） 24 47 60 40 45
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 260 246 225 0 合計 225,200 円
報償費 160,000 円

財
　
源

特定財源 17 38 15 0 使用料及び賃借料 65,200 円

一般財源 243 208 210 0

職員人件費　② 2,871 2,688 2,735 0

総事業費（①＋②） 3,131 2,934 2,960 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 講座受講料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 教育

度

文化

基本施策 青少年育

　

成
施策体系

施策の内容

刈

青少年の自立支援と社

谷

会参加の促進

目
　
　
　

市

的

　青少年の学習機会

事

の充実を図るとともに

務

、

主
た
る
内
容

　市内在

事

住・在勤または在学の

業

18歳から39歳
自主

評

活動グループの育成及

価

び指導者の養成を の青

シ

少年を対象に、文化・

ー

芸術・スポーツな
推進

ト

する。 どの専門講座を

（

開催する。
・8回連続

様

講座　年2回開催

位
置

式

づ
け

関連計画 刈谷市生

１

涯学習推進計画

根拠法

）

令  

対象者 市内在住・

会

在勤・在学の18歳～

計

39歳 事業期間 平成１

名

５年度 ～

実施方法 ■直

担

営　□委託　□指定管

当

理　□補助・助成　□

部

その他

生涯学習部

一般会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２３年度実績

ヤ

２４年度実績 ２５年度

ン

実績 ２６年度計画

・ウ

グ

ォーキング講座 ・デジ

ゼ

カメ講座 ・デジカメ講

ミ

座　 ・青年講座4回3

ナ

2講座
　6回　受講者

ー

延べ人数57人 　8回

ル

　受講者延べ人数18

事

6人 　8回　受講者延

業

べ人数124人 第3回

担

・陶芸講座 ・陶芸講座

当

・行事食講座 　行事食

課

講座8講座
　8回　受

生

講者延べ人数95人　

涯

　8回　受講者延べ人

学

数129人 　8回　受

習

講者延べ人数258人

課

第4回
　未定8講座
※

款

事業統合により、｢青

項

年講座
開催事業｣とし

目

て実施
予算額693千

担

円

・若者のニーズにあ

当

った講座を企画し、行

係

事食講座では多数の申

青

込みがあった。

成果 ・

少

アンケートの調査項目

年

を増やしたことで、生

係

涯学習の取り組み状況

1

や傾向がわかった。ま

0

た、アンケート結果よ

5

り、講

(できたこと)

5

座をきっかけに新たな仲間づくりに貢献できた事がわかった。

　受講後のサークル結成などの促進を図る必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名



） 事業費内訳

事業費　① 4,755 4,881 4,828 5,466 合計 4,827,705 円
需用費 859,256 円

財
　
源

特定財源 1,019 801 818 847 役務費 37,386 円
委託料 3,921,855 円

一般財源 3,736 4,080 4,010 4,619 使用料及び賃借料 9,208 円

職員人件費　② 359 1,132 1,543 1,612

総事業費（①＋②） 5,114 6,013 6,371 7,078

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 十朋亭使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 教育文化

基本

度

施策 生涯学習
施策体系

　

施策の内容 学習機会の

刈

充実

目
　
　
　
的

市民に

谷

憩いの場を提供し、福

市

祉の増進を図る

主
た
る

事

内
容

・受付等業務委託

務

。 ・施設、設備修繕

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

業

法令 刈谷市十朋亭条例

評

・刈谷市十朋亭条例施

価

行規則

対象者 対象者を

シ

限定せず 事業期間 昭和

ー

４７年度 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２３年度実

生

績 ２４年度実績 ２５年

涯

度実績 ２６年度計画

・

学

受付等業務委託 ・受付

習

等業務委託 ・受付等業

部

務委託 ・受付等業務委

一

託
・冷暖房設備保守業

般

務委託 ・冷暖房設備保

会

守業務委託 ・冷暖房設

計

備保守業務委託 ・冷暖

施

房設備保守業務委託
・

設

消防用設備保守管理委

管

託 ・消防用設備保守管

理

理委託 ・消防用設備保

事

守管理委託 ・消防用設

業

備保守管理委託

　年代

担

を問わず、四季を通じ

当

て会合、レクリエーシ

課

ョン、休憩等で多くの

生

方の利用に供し、住民

涯

の福祉の増進を図った

学

。

成果

(できたこと)

習

　亀城公園再整備計画

課

の中で、一体的に施設

款

のあり方を検討する必

項

要がある。
課題

(でき

目

なか 

 ったこと)

指

担

標名称（単位）
実績値

当

目標値

２３年度 ２４年

係

度 ２５年度 ２６年度 ２

推

８年度

成果 十朋亭稼働

進

率（％） 26.3 23

係

.1 21.4 23.0

1

28.0
指標

 
指標

 

0

他市との
比較検証

5 10

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算



事業費内訳

事業費　① 97,260 96,688 97,905 101,464 合計 97,905,142 円
需用費 969,412 円

財
　
源

特定財源 2 1 1 11 役務費 84,723 円
委託料 90,631,260 円

一般財源 97,258 96,687 97,904 101,453 使用料及び賃借料
3,490,907 円

職員人件費　② 2,154 2,193 1,823 1,905 負担金、補助及び
交付金 2,728,840 円

総事業費（①＋②） 99,414 98,881 99,728 103,369

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 教育文化

基本

度

施策 生涯学習
施策体系

　

施策の内容 生涯学習施

刈

設の利用促進

目
　
　
　

谷

的

指定管理者により、

市

適切に市民休暇村の管

事

理

主
た
る
内
容

・市民休

務

暇村の維持管理
運営を

事

行い、市民の福祉の増

業

進を図る。 ・指定管理

評

者による管理運営

位
置

価

づ
け

関連計画  

根拠法

シ

令 刈谷市民休暇村条例

ー

・刈谷市民休暇村条例

ト

施行規則

対象者 市民 事

（

業期間 平成１０年度 ～

様

実施方法 ■直営　■委

式

託　■指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 生涯

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

学

２３年度実績 ２４年度

習

実績 ２５年度実績 ２６

部

年度計画

・指定管理者

一

による管理運営 ・指定

般

管理者による管理運営

会

・指定管理者による管

計

理運営 ・指定管理者に

施

よる管理運営
・消火器

設

取替え
・外壁劣化診断

管

調査委託

　指定管理者

理

により市民休暇村を適

事

切に管理運営し、市民

業

の福祉の増進を図った

担

。

成果

(できたこと)

当

　平成18年度から前

課

年度まで80%を超え

生

る高い客室稼働率を維

涯

持しているが、リピー

学

ターの割合が高いため

習

、新規利用者
課題

の獲

課

得に努めることにより

款

、稼働率の維持を図る

項

。
(できなか 

 った

目

こと)

指標名称（単位

担

）
実績値 目標値

２３年

当

度 ２４年度 ２５年度 ２

係

６年度 ２８年度

成果 年

施

間客室稼働率（％） 8

設

2.1 82.2 80.

係

2 80%台維持 80%

1

台維持
指標

 
指標

 
他

0

市との
比較検証

5 11

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算）



＋②） 0 0 2,095 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 教育文化

基本

度

施策 生涯学習
施策体系

　

施策の内容 生涯学習施

刈

設の利用促進

目
　
　
　

谷

的

市民休暇村の施設補

市

修を行い、利用者にと

事

っ

主
た
る
内
容

・施設、

務

設備の補修
て、安全で

事

快適な施設の維持を図

業

る。

位
置
づ
け

関連計画

評

根拠法令 刈谷市民休暇

価

村条例・刈谷市民休暇

シ

村条例施行規則

対象者

ー

市民 事業期間 平成２５

ト

年度 ～ 平成２５年度

実

（

施方法 ■直営　□委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 生

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

涯

３年度実績 ２４年度実

学

績 ２５年度実績 ２６年

習

度計画

　 　 ・大広間畳

部

表替 　
　 　 ・レストラ

一

ン壁紙改修 　
　 　 ・大

般

広間壁面補修 　
　 　 　

会

　　　―――――――

計

　　　―――――――

施

　　　―――――――

設

　市民休暇村の施設を

補

補修することで、利用

修

者が快適に過ごせるよ

事

うになった。

成果

(で

業

きたこと)

　施設の老

担

朽化に伴い、継続的か

当

つ適切に補修を行って

課

いく必要がある。
課題

生

(できなか 

 ったこ

涯

と)

指標名称（単位）

学

実績値 目標値

２３年度

習

２４年度 ２５年度 ２６

課

年度 ２８年度

指標

指標

款

他市との
比較検証

項 目 担当係 施設係

Ｃ

1

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

0

単位：千円
２３年度 ２

5

４年度 ２５年度 ２６年

1

度 ２５年度

（決算） （

1

決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,218 0 合計 1,218,000 円
需用費 703,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 514,500 円

一般財源 0 0 1,218 0

職員人件費　② 0 0 877 0

総事業費（①



　① 103,053 103,204 105,419 112,519 合計 105,419,305 円
需用費 119,700 円

財
　
源

特定財源 11,569 11,428 11,890 12,260 役務費 61,223 円
委託料 104,428,454 円

一般財源 91,484 91,776 93,529 100,259 使用料及び賃借料 809,928 円

職員人件費　② 1,795 2,193 2,034 2,125

総事業費（①＋②） 104,848 105,397 107,453 114,644

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 北部生涯学習センター使用料
行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

６

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

　

施策 生涯学習
施策体系

刈

施策の内容 生涯学習施

谷

設の利用促進

目
　
　
　

市

的

指定管理者により施

事

設の適切な管理運営を

務

行

主
た
る
内
容

・北部生

事

涯学習センターの維持

業

管理
い、生涯学習の推

評

進を図る。 ・指定管理

価

者による管理運営

位
置

シ

づ
け

関連計画  

根拠法

ー

令 刈谷市生涯学習セン

ト

ター条例・刈谷市生涯

（

学習センター条例施行

様

規則

対象者 対象者を限

式

定せず 事業期間 平成２

１

０年度 ～

実施方法 ■直

）

営　■委託　■指定管

会

理　□補助・助成　□

計

その他

名 担当部 生涯学習

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２３年度実績

一

２４年度実績 ２５年度

般

実績 ２６年度計画

・指

会

定管理者による管理運

計

営 ・指定管理者による

北

管理運営 ・指定管理者

部

による管理運営 ・指定

生

管理者による管理運営

涯

・消火器取替え
・外壁

学

劣化診断調査委託

　市

習

民の生涯学習の拠点と

セ

して、指定管理者によ

ン

り適切に施設の管理運

タ

営を行い、生涯学習を

ー

推進した。

成果

(でき

施

たこと)

　利用者の意

設

見を反映し、一層の利

管

用率の向上を図り、よ

理

り良い施設運営を継続

事

する。
課題

(できなか

業

 

 ったこと)

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２３年度 ２４年度 ２

課

５年度 ２６年度 ２８年

生

度

成果 北部生涯学習セ

涯

ンター利用率（％） 2

学

7.1 28.3 29.

習

4 30 31
指標

 
指標

課

 
他市との
比較検証

款 項 目 担当係 施設係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

1

ト

単位：千円
２３年度

0

２４年度 ２５年度 ２６

5

年度 ２５年度

（決算）

1

（決算） （決算） （予

2

算） 事業費内訳

事業費



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,539 10,952 12,256 47,187 合計 12,255,600 円
需用費 3,360,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 8,895,600 円

一般財源 10,539 10,952 12,256 47,187

職員人件費　② 718 743 1,508 1,575

総事業費（①＋②） 11,257 11,695 13,764 48,762

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

６

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

　

施策 生涯学習
施策体系

刈

施策の内容 生涯学習施

谷

設の利用促進

目
　
　
　

市

的

施設・設備の補修を

事

行い、貸館としての機

務

能

主
た
る
内
容

・施設、

事

設備の補修
維持を図る

業

。

位
置
づ
け

関連計画  

評

根拠法令 刈谷市生涯学

価

習センター条例・刈谷

シ

市生涯学習センター条

ー

例施行規則

対象者 対象

ト

者を限定せず 事業期間

（

～

実施方法 ■直営　□

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 生

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

涯

績

２３年度実績 ２４年

学

度実績 ２５年度実績 ２

習

６年度計画

・浄化槽機

部

器取替修繕 ・浄化槽機

一

器取替修繕 ・浄化槽エ

般

ア配管修繕 ・陶芸窯修

会

繕
・研修室床張替え工

計

事 ・メインホール棟北

北

側階段沈 ・舞台機構修

部

繕 ・厨房換気施設改修

生

工事
・受電設備改修工

涯

事 　下補修工事 ・受水

学

槽内塗装修繕 ・モニタ

習

ーカメラ設置工事
・舞

セ

台幕地開閉装置改修工

ン

事 ・体育室屋上防水改

タ

修工事 ・排水ポンプ修

ー

繕 ・洋式トイレ改修工

施

事
・体育室バスケット

設

ボールコ ・外壁改修工

補

事
ートライン補修
・洋

修

式トイレ改修工事
・自

事

動制御装置ダンパモー

業

タ
等取替工事
・事務室

担

改修工事
　施設及び設

当

備の補修工事を行い、

課

貸館として良好な機能

生

を維持した。

成果

(で

涯

きたこと)

　県が平成

学

2年に開館した施設（

習

愛知県勤労福祉会館）

課

の譲渡を受け、市が生

款

涯学習センターとして

項

転用利用している施
課

目

題
設であるため、施設

担

・設備が経年劣化によ

当

り不具合が生じている

係

。適切な時期に予防保

施

全を実施し、長寿命化

設

を図る必要
(できなか

係

 
がある。

 ったこと

1

)

指標名称（単位）
実

0

績値 目標値

２３年度 ２

5

４年度 ２５年度 ２６年

1

度 ２８年度

 
指標

 
指

2

標
 

他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 470,330 470,704 474,022 498,006 合計 474,021,973 円
需用費 71,790,174 円

財
　
源

特定財源 91,139 94,299 102,532 99,909 役務費 628,844 円
委託料 399,226,000 円

一般財源 379,191 376,405 371,490 398,097 使用料及び賃借料
2,009,755 円

職員人件費　② 2,871 1,839 2,034 2,125 備品購入費 319,200 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 473,201 472,543 476,056 500,131 交付金 48,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 中央生涯学習センター使用料
駐車場使用料

２７年度以降の事業費見込 0 行政財産目的外使用料
ホール使用料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 教育文化

基本

度

施策 生涯学習
施策体系

　

施策の内容 生涯学習施

刈

設の利用促進

目
　
　
　

谷

的

指定管理者により、

市

適切に総合文化センタ

事

ー

主
た
る
内
容

・総合文

務

化センターの維持管理

事

の管理運営を行い、生

業

涯学習の機会及び文化

評

・指定管理者による管

価

理運営業務
・芸術活動

シ

の発表の場を提供する

ー

。

位
置
づ
け

関連計画  

ト

根拠法令 刈谷市総合文

（

化センター条例・刈谷

様

市総合文化センター駐

式

車場条例・刈谷市生涯

１

学習センター条例

対象

）

者 対象者を限定せず 事

会

業期間 平成２１年度 ～

計

実施方法 ■直営　■委

名

託　■指定管理　□補

担

助・助成　□その他

当部 生涯学習部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

２３年度実績 ２４年度

計

実績 ２５年度実績 ２６

施

年度計画

・指定管理者

設

による管理運営 ・指定

管

管理者による管理運営

理

・指定管理者による管

事

理運営 ・指定管理者に

業

よる管理運営
・コイン

担

ロッカー購入 ・手摺付

当

ステージ掛け階段購
入

課

　生涯学習及び文化・

生

芸術の拠点として、指

涯

定管理者により適切に

学

施設の管理運営を行い

習

、生涯学習の推進及び

課

文化・芸

成果 術の振興

款

に寄与した。

(できた

項

こと)

　平成26年度

目

末に指定管理者の指定

担

期間が満了するため、

当

新たな指定に向けた指

係

定管理者の公募を行う

施

必要がある。
課題

(で

設

きなか 

 ったこと)

係

指標名称（単位）
実績

1

値 目標値

２３年度 ２４

0

年度 ２５年度 ２６年度

5

２８年度

成果 中央生涯

1

学習センター利用率（

3

控室除く）（％） 42.4 45.4 49.3 50 52
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



学習イベント「刈谷まなびの広場」については、子どもから大人までの幅広い世代を対象に行い、学習活動

へ取り組むきっかけを提供することができた。

　大学連携講座においては、実施する講座が単発講座になると目標値の達成が困難となる。講座の実施については大学の
課題

協力を得る必要があるため、大学との連絡調整を通じて引き続き一定の講座数を確保する必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 大学連携講座の延受講者数（人） 274 240 321 350 1,500
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,266 11,573 11,473 13,058 合計 11,472,849 円
需用費 30,229 円

財
　
源

特定財源 37 63 131 432 役務費 13,100 円
委託料 11,253,000 円

一般

Ｄ

財源 11,229 11

　

,510 11,342

　

12,626 使用料及

　

び賃借料 104,52

Ｏ

0 円
負担金、補助及

　

び

職員人件費　② 3,

　

230 4,739 3,

∧

998 4,177 交付

　

金 72,000 円

総

　

事業費（①＋②） 14

実

,496 16,312

　

15,471 17,2

　

35

建
設
事
業

全体事業

施

費（単位：千円） 0 ２

　

５年度特定財源名称

２

　

５年度迄の累積事業費

∨

0 市民講座受講料

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 教育文

度

化

基本施策 生涯学習
施

　

策体系
施策の内容 学習

刈

機会の充実

目
　
　
　
的

谷

中央生涯学習センター

市

において大学連携講座

事

主
た
る
内
容

中央生涯学

務

習センターにおいて、

事

年に1回、親
をはじめ

業

とする各種市民向け講

評

座及びイベン 子や一般

価

を対象とした無料の講

シ

座・講演会を
トを行い

ー

、市民の学習意欲の向

ト

上や学習活動 開催する

（

日を設定し、市民が気

様

軽に学習活動
への参加

式

促進を図る。 に触れら

１

れる場を設ける。

位
置

）

づ
け

関連計画 刈谷市生

会

涯学習推進計画

根拠法

計

令

対象者 市内在住また

名

は在勤の人 事業期間 ～

担

実施方法 □直営　■委

当

託　■指定管理　□補

部

助・助成　■その他

生涯学習部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

市

２３年度実績 ２４年度

民

実績 ２５年度実績 ２６

講

年度計画

・愛知教育大

座

学 ・愛知教育大学 ・愛

開

知教育大学 ・愛知教育

設

大学
　8講座　延受講

等

者数　172人 　4講

事

座　延受講者数 　5

業

3人 　4講座　延受講

担

者数  104人 　4

当

講座を予定
・名城大学

課

・名城大学 ・名城大学

生

・名城大学
　2講座　

涯

延受講者数　102人

学

　2講座　延受講者数

習

　187人 　2講座　

課

延受講者数　217人

款

　2講座を予定
・生涯

項

学習イベント「刈谷ま

目

・生涯学習イベント「

担

刈谷ま ・生涯学習イベ

当

ント「刈谷ま ・生涯学

係

習イベント「刈谷ま
な

推

びの広場」 なびの広場

進

」 なびの広場」 なびの

係

広場」を実施予定　
　

1

9講座1講演　339

0

人 　11講座1講演　

5

300人 　10講座1

1

講演　381人

　大学

3

連携講座においては、大学教授等による専門的な講座を実施することにより、市民の学習意欲の向上及び学習活動

成果 の活性化を図ることができた。

(できたこと) 　また、生涯


